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スリランカ
スリランカ民主社会主義共和国

面 積 ６万５６００裄

人 口 １９８８万人（２００６年央推計）

首 都 スリジャヤワルダナプラコッテ

（大統領府はコロンボ）

言 語 シンハラ語，タミル語，英語

宗 教 仏教，ヒンドゥー教，イスラーム教

キリスト教（カトリック，プロテスタント）

政 体 共和制

元 首 マヒンダ・ラージャパクセ大統領

通 貨 スリランカ・ルピー（１米ドル＝１０３．９３ルピー，２００６年平均）

会計年度 暦年に同じ



停戦合意，事実上崩壊

あら い えつ よ

荒 井 悦 代

概 況

スリランカでは，公式には２００２年２月に政府とタミル・イーラム解放の虎

（LTTE）が結んだ停戦合意が今も有効ということになっている。しかし北・東部

では政府軍と LTTE，LTTEから２００４年３月に分派したカルナが率いるグルー

プ（カルナ・グループ）による大小の衝突が相次ぎ，実質的には戦闘状態にある。

特に４月以降は要人や軍施設を狙った自爆テロ，空軍による LTTE関連施設へ

の空爆，クレイモア地雷によるバス爆破，民間人が対象となる暴力などが相次い

だ。紛争の激化の背景には政府，LTTE双方に停戦合意への疑問が増幅してい

ること，交渉を支えてきた国際社会の役割の低下などが挙げられる。

紛争による１年間の死者は３５００人余りにおよび，国内避難民は２０万人以上に達

している。国内のみならずインドへの難民流入も増加している。LTTEの暴力

行為に対してEUが LTTEの同地域における活動禁止を表明した結果，スリラ

ンカ停戦監視団（SLMM）の活動も危険に晒されるようになった。ノルウェーに

よる仲介はかろうじて継続しており，２月と１０月にジュネーブで和平交渉が行わ

れた。しかし進展は見せていない。軍は東部における作戦を強化し，９月にトリ

ンコマリー県の，年末にはアンパラ県の LTTE主要拠点を陥落させた。

国内政治では，統一国民党（UNP）とスリランカ自由党（SLFP）の協力関係が成

立し，民族紛争をはじめとするスリランカが直面する様々な課題に対して新展開

が期待された。政府は，民族主義的主張を根拠に強硬に軍事的解決を要求する人

民解放戦線（JVP）の国会における数的優位から解放され，長年待望されていた憲

法改正による民族問題の解決への道が開けた。

コロンボ港の港湾労働者や紅茶プランテーション労働者の労働争議により輸出

は一時期低迷した。原油価格の高騰により輸入が大幅に増加したが，観光収入や

海外送金などが貿易収支の赤字を埋めた。サービス業，特に通信分野における成

長が牽引し，実質GDP成長率は７．０％を超える見込みである。
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国 内 政 治

LTTE，政府の変化

２００６年は，スリランカ政府と LTTEによる直接交渉が２回行われたものの，

紛争が激化し２００２年の停戦合意締結以来最も多くの犠牲者を出し，停戦合意が危

機に瀕した年だった。この背景には政府および LTTEそれぞれが，停戦合意以

降模索してきた「政治的解決」に疑問を抱き，軍事的手段による解決に傾いたこと

が挙げられる。具体的には LTTEは２００２年１２月に政府との共同宣言のなかで分

離独立要求を取り下げて連邦制の枠組み内で解決を目指すことで合意した。政府

も軍事的に LTTEを掃討するのではなく，政治的解決，すなわち権限委譲を第

一にしてきたはずであった。にもかかわらず２００６年は低強度の戦争状態（５月以

降）から停戦合意の危機にまで事態は悪化してしまった。局面悪化の背景には，

交渉を支え，軍事的対立の抑止力となってきたノルウェー，EU，アメリカ，日

本からなる共同議長国およびその他の国際社会の影響力の低下も無視できない。

以下では紛争当事者の行動および国際社会の関心・関与がこの１年でどのように

変化したか追うことにする。

２００６年に LTTEの戦略は徐々に過激化していった。LTTEは２００５年末以来，

訓練を施した民間人を組織してジャフナ，マンナール，バブニヤ，トリンコマ

リーなどの警察や政府軍施設への攻撃を仕掛けていた。LTTEは民間人をけし

かけて軍を苛立たせ，民間人に攻撃したという口実のもとに本格的な戦闘を開始

するきっかけにしようとしていた。しかしこれらの攻撃に対して軍・警察は小規

模な反撃に出たものの，LTTEが期待したような反応を見せることはなかった。

さらに LTTEは１月初旬から，新たに海上における活動を活発化させた。た

とえば１月７日には軍高速艇への自爆攻撃があり海軍兵士ら１３人が行方不明に

なったのをはじめとして，海軍と LTTEの海上部隊であるシータイガーの海上

における衝突が相次いだ。シータイガーの活動は，LTTEの活動の本拠地であ

る北・東部のみならず西部においても確認されている。多くは漁船を装った船舶

であり，首都を含む西部における活動補助を目的とし武器を運搬していると思わ

れる。LTTEは，フェリーで移動中の非武装の兵士ら数百人を狙った襲撃も

行っている（５月１１日，８月，いずれもトリンコマリー）。

LTTEは４月から攻撃対象をさらに拡大した。軍施設や要人を狙ったテロお
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よび民間人も無差別に巻き込むようなクレイモア地雷が用いられた。クレイモア

地雷とは，地中に埋めるタイプではなく，地上に置く装置であり，リモートコン

トロールで起爆させることができる。起爆により内蔵の鉄球が発射され殺傷能力

が高い。４月にジャフナで新年の休暇中の兵士らを乗せたバスが爆破され１２人が

犠牲になった。６月にはアヌラーダプラで民間人を乗せたバスが爆発し，子供を

含む６４人が死亡した。７月にもトリンコマリーで兵士らの乗ったバスが爆破され

兵士１５人，民間人４人が死亡している。このほかにも未遂に終わった事例が多数

報告されている。フェリーやバス襲撃は，軍兵士の大量殺害による軍事力削減・

戦意喪失および報復を起こさせることを目的としていると見られる。

軍施設や要人を狙った攻撃としては，４月２５日にコロンボ陸軍本部の病院を健

診のために訪れた LTTE女性戦闘員による，陸軍トップのフォンセカ司令官を

狙った自爆攻撃があった。この自爆テロは，コロンボ中心部の陸軍の本部がター

ゲットとなったこと，女性が妊婦でもあったことから人々に衝撃を与えた。６月

にはコロンボ近郊で陸軍ナンバー３のクラトゥンガ副参謀長が乗った車に爆薬を

積んだオートバイが突っ込み炎上した。８月にはコロンボ中心部でパキスタン大

使の乗った車両の付近でオート三輪が爆発し７人が死亡した。１０月には，ハバラ

ナで爆薬を積んだトラックが海軍兵士の乗ったバスに衝突し，少なくとも９２人が

死亡し，民間人を含む１５０人以上が負傷した。ハバラナの事件から数日後，南部

のゴール海軍基地に漁船を装った LTTE船による自爆テロが発生した。さらに

１２月１日にはコロンボ中心部で大統領の実弟で国防次官が対象となった自爆テロ

が発生した。

LTTEのこのような度重なる攻撃

に対して，政府は反撃および報復攻撃

に及ぶことはなかった。しかし４月の

陸軍本部自爆テロ以降，空軍が北・東

部 LTTE施設への空爆を実施するよ

うになった。そのほか消極的な手段と

しては，話し合いに参加する LTTE

幹部への移動補助の打ち切りなども挙

げられる。

このような攻撃から，LTTEが和

平と決別したことが分かる。明確な宣
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言は６月８日に，オスロで予定されていた和平交渉に，双方の代表者が到着して

いたにもかかわらず，政府側参加者に閣僚レベルがいないことに LTTEが異議

申し立てをしたため会合が流れた翌日，LTTEが一方的に発表した。このとき

LTTEは同組織がタミル人を代表する正式で唯一の団体であることを主張

し，２００２年以降の政府による停戦合意違反や不誠実な対応を批判した後，民族自

決に基づく解決を再び前面に出し始めた。分離独立を求める姿勢に復帰したこと

を宣言したといえる。LTTEは，停戦合意以降彼らを取り巻く条件は不当なも

のであったと認識している。すなわち LTTEはあくまで完全な分離独立した国

家を求めているので，それ以外はスリランカ政府や国際社会からすると好条件で

あるように見えても LTTEには全く十分でない。LTTEは，政府や国際社会が

同組織を独立した国家と同等とみなし，それに沿った対応をすることを強く要望

している。したがって国際社会に強い不満を抱いている。しかし国際社会は当然

LTTEを国家とみなすことはない。それどころかテロ組織と認定し，入国さえ

認めていない。だから LTTEにとって，同組織を政府と対等に扱わない国際社

会の発言・関与は不当で不愉快なものとなる。

一方で多数派のシンハラ人の立場からすると，停戦合意によって LTTEは多

大な恩恵を受けているとみなされる。なぜなら停戦合意はそのなかで双方の支配

地区を明確に定義しており，その土地および人民に対する LTTEの支配権を公

式に認定したにほかならないからである。シンハラ人からは十分に見える環境で

さえ，完全な分離独立を求める LTTEからすれば停戦合意で認定された支配地

域はまだまだ不満なのである。さらに LTTEが不満なのは，カルナ・グループ

の存在である。LTTEはスリランカ・タミル人の唯一の代表と主張し，タミル

国家建設を掲げて，LTTEを批判するタミル団体の活動を排除してきた。その

ため２００３年４月に東部で LTTEに反旗を翻したカルナ・グループは存在そのも

のが許しがたい。ましてや東部において同グループは政府と軍事協力し，その結

果 LTTEは東部の拠点を失っているのである。停戦協定では武装解除を定めて

いるため，LTTEはそれを根拠にカルナ・グループの武装解除を求めている。

しかしカルナ・グループは停戦合意以降に成立した団体であることを理由に対象

外であるとされている。このように停戦協定は，LTTEに様々なメリットが

あったとしても，LTTEからすれば不備なものとしか捉えられない。

LTTEは２００２年には連邦制を受け入れると発言したが，LTTEにとって交渉

や和平プロセスは何ももたらさなかったと判断したために，この１年ですっかり

２００６年のスリランカ
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元通りの分離独立を求めるテロ集団に戻ってしまった。テロの頻度や対象・活動

範囲の拡大からすると以前よりもさらに過激化したとも言える。

特に海上での対立が激化したのは，停戦合意で確保できた（と LTTEは考えて

いる）領地および警察・司法・徴税などの各種の権利に加えて，海上における権

限も既成事実化しようとする試みであると思われる。１２月末にムライティブ沖で

エンジン故障により航行不能になっていたヨルダン船籍のファラー３号を，

LTTEが「襲撃・拿捕・連行」した事件も，LTTEからすれば領海内で航行不能

となった船舶の乗組員を保護したに過ぎず，「主権国家」としては当然の行為と解

釈できる。

LTTEはこのように方針を先鋭化させ，暴力を過激化させながらも，政府に

攻撃されているというポーズをとり続けた。そのほうが，国際社会からはより良

い扱いを期待できるからである。一方で国際社会を痛烈に批判しながらも，利用

できるときは利用する LTTEのしたたかな戦略である。

毎年行われる英雄週間のプラバカラン演説（１１月２７日）も，停戦合意を「既に効

力を失った」とし，「独立がタミル問題の唯一の解決策」であると述べるなど，実質

的な停戦合意の破棄と宣戦布告に近かった。

停戦合意に不満なのは LTTEだけではない。政府側にも停戦合意そのものへ

の不満がある。署名が当時首相だったUNPのラニル・ウィクレマシンハとプラ

バカランのみによって行われ，当時の大統領（SLFPのチャンドリカ・バンダラ

ナイケ・クマラトゥンガ）が署名していないこと，LTTEに有利な内容であるこ

とを理由に，SLFPを中心とする現政権は合意の見直しを主張し続けている。

さらに連立政権の一翼を担う JVPやシンハラ民族の遺産党（JHU）らが中心と

なり，世論を「政治的解決」から好戦論へシフトさせたという事情があった。政府

は停戦合意以降，紛争解決のための適切な分権化案を，政府内部から導き出す努

力をしていた。それは国際社会からの圧力でもあった。しかし，なかなか合意が

形成できずにいた（後述）。手詰まり状態のなかで１５万人の兵士と近代的な兵器を

持つ職業軍人が決定権を与えられて指揮すれば，約５０００人（１万人という見積も

りもある）の LTTEを掃討することは容易であり，それを政治家が妨げるべきで

はないとする主張がシンハラ強硬派のなかに生じていたのである。

民間人動員，クレイモア地雷，シータイガーによる自爆攻撃・密輸・兵士襲撃，

首都における軍幹部暗殺（未遂）と暴力をエスカレートする LTTEに対して軍は

反撃に出ることはなかったが，４月２５日のコロンボにおける軍幹部暗殺未遂に対

停戦合意，事実上崩壊
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しては，即座に LTTE施設に対する空爆を行った。これまで空爆は行われたこ

とがなく，政府軍としても思い切った選択であった。これも先述の強硬論に後押

しされたものである。空爆を伴う総力戦を開始してみると LTTEの抵抗自体は

予想よりも少なかったこともあり，比較的順調に LTTE拠点を陥落させること

ができた。８月，９月の快進撃がさらに好戦的な主張を支持することになったの

である。

９月１２日にブリュッセルで行われた共同議長国会議で，ノルウェー代表が「政

府と LTTEが無条件で直接交渉を行うことに合意した」と発表したが，そのこと

に国内の強硬派が猛烈に反発したのも，軍事的に LTTEを押さえつけているの

に無条件で交渉させるのかという，国際社会に対する怒りを表している。

東部における戦闘で政府は，カルナ・グループの支援を受けながら，陸海空軍

による総攻撃により LTTEからトリンコマリーとその南を獲得した。これで

LTTEの本拠地である北部（キリノッチ）と東部を結ぶ陸路を遮断した。政府軍

は，広範な支配地域を東部に確保したことになる。LTTEにとっては不利，政

府にとっては有利となるように見えるが，政府は東部の治安を維持するために多

数の兵士を配置しなければならない。その分北部における配置がおろそかになり

かねない。LTTEは従来のゲリラ戦に回帰して東部への攻撃，北部を死守する

ことになるだろう。

国際社会の影響力の低下と直接交渉の行き詰まり

国際社会の影響力はこれまで双方に対してある程度の効力を持っていた。しか

し２００６年には先述の LTTEや政府の姿勢の変化も手伝い，徐々に効力を失うよ

うになる。

２００４年３月を最後に行われていない交渉の再開と停戦合意の継続を望む国際社

会からの圧力は確かに２月と１０月の会議を実現させた。具体的にはノルウェー開

発援助大臣のエリック・ソルヘイムに先駆けて１月に来訪したニコラス・バーン

ズ米国務次官は LTTEを「非難されるべきテロ集団」と厳しく批判し，暴力を放

棄しないのならば国際的に孤立するであろうと警告した。２月の和平会談に

LTTEが応じるとしたのは，この批判をかわすためであると考えられた。しか

し実際の交渉では，双方が他方の合意内容の未履行を批判し合い，最終成果とし

ては停戦合意の実施を確認したのみで具体的な決定はなされなかった。

双方は批判をかわすためにとりあえず集結するものの，実りのある話し合いが

２００６年のスリランカ
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行われたとは言い難い。６月には SLMMの役割について話し合うべくオスロに

集まったものの対面することなく解散し，LTTEは戦闘による紛争解決への回

帰宣言を行っている。

１０月の会談も政府の論点は民主主義と人権だったのに対して LTTEは強硬に

タミル人の被害を主張し，紛争解決に関連する中心的課題には達することはなく，

次回の日程を決めることなく終わった。６月にノルウェーは双方に問題解決にか

ける意欲の向上と SLMMの安全を保証するよう求めているが，まさに双方の問

題解決への意欲・意思が不足している。

国際社会の影響力低下を最も象徴するのは，SLMMと LTTEの間の亀裂であ

る。これは LTTEによる度重なるクレイモア地雷攻撃に対して SLMMが４月に

LTTEを強く批判したことに始まる。５月には SLMMの旗を掲げて，SLMM監

視員および７１０人の兵士らを移動させていたフェリーが LTTE船に襲撃されてい

る。亀裂は５月のEUによる LTTE活動禁止指定で決定的となる。これに LTTE

が反発し，SLMM監視員の安全を保証できないと通告した。SLMMからフィン

ランド，デンマーク，スウェーデン出身の監視員が帰国し，SLMMの活動は縮

小し局地的なものとなってしまった。SLMMの活動だけでなく，NGOへの攻撃

も国際社会にショックを与えた。８月にはムトゥールでフランスNGOの現地職

員１５人が事務所で何者かによって惨殺された。

政府側は，従来から SLMMを LTTE寄りであると批判していた。比較的緊密

だった LTTEと SLMM間に亀裂が生じたことにより，SLMMの活動を規定し

ている停戦合意および停戦合意を後押しする国際社会に対する不信感が広く生じ

ている。

紛争の当事者と国際社会との緊張関係が変化しつつあるなかで，インドとの関

係にも変化が見られた。インドはインド平和維持軍（IPKF）の失敗（１９９０年３月最

終的に撤退）および１９９１年のラジーヴ・ガンディー元首相暗殺以降，スリランカ

問題とは一定の距離を置く政策をとってきた。しかしながらスリランカ政府，

LTTEともにインドが関与を強めることを望んでいる。対立する当事者の双方

が，共通してインドに対して関与を望むのは奇妙な印象を受ける。それは双方が

各々の利益にかなうように，インドが発言してくれると一方的に期待しているた

めである。スリランカ政府は，インドの地方制度に似た制度を導入することで，

タミル人の要求する自治問題を解決したい。国内に独立を求める地域・集団を複

数抱えるインドとしては，隣国であっても当然独立を認めるようなプランを支持
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するはずがない。スリランカ政府はインドに LTTEの独立を認めないこと明言

させ，LTTEに万に一つも独立の可能性がないことを知らしめたいのである。

そして可能ならばインドから軍事支援も得たい。それができなければ，スリラン

カ政府軍による攻撃でタミル人民間人が犠牲になるのを大目に見てもらいたいの

である。

LTTEとしては，タミル人の苦境を救うためにインドがスリランカ政府に対

して，働きかけてくれると期待している。その行動は，バラシンガム政治顧問の

テレビ・インタビュー（６月）にも表れている。ラジーヴ・ガンディー首相の暗殺

について遺憾の意を示したうえでインドに対して過去を忘れ，スリランカのタミ

ル人の権利を守るよう懇願したのである。５月のEUによる活動禁止，６月の一

方的民族自決公式声明によって孤立の度合いを深めていた LTTEは，インドを

味方につけようとしていたと見られる。

国民の疲弊

このような対立の深刻化・激化で最も被害を被ったのは，北部・東部の民間人

だった。８月１１日より始まった本土とジャフナを結ぶ国道９号線の閉鎖により

ジャフナ半島は孤立した。武器の輸送を防ぎたい政府は，９号線は閉鎖したまま

で物資の海上輸送を提案したが，LTTEはこれを拒否した。LTTEはジャフナ

のタミル人が困窮する様子をインドや国際社会にアピールしたかったと見られる。

１０月のジュネーブ和平交渉の際も９号線閉鎖解除を LTTEが主張するのみで中

心的な課題は二の次になっていた。その後不定期に空路・海路による輸送が行わ

れたものの，深刻な物資不足の解消には数カ月を要した。

７月には灌漑用水を配分する東部のマウィルアル水路が LTTEによって堰き

止められ，１５００世帯の生活や農作業に影響が及んだ。東部ではこの時期は乾期に

あたり灌漑用水の供給は作物の生育に必須であった。さらに同地の住民らは政府

空軍の空爆により避難を余儀なくされた。

北部，東部トリンコマリー，ワーカライ，バティカロアの戦闘では，２０万人以

上の難民が発生した。国連機関の発表によれば４月以来の戦闘の激化で２１万３０００

人が難民となったという。それ以前の紛争，津波難民とあわせると国内だけで５０

万人以上の難民が存在する。民間人が避難中の建物への攻撃や爆撃も発生した。

北部では LTTE，東部ではカルナ・グループによる少年兵の徴兵が多発し，

人々の生活を不安定にしている。６月にUNICEFが作成したリストによると１３８７
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人が LTTEによって少年兵として徴兵されている。

コロンボでも度重なるテロ，交通量の多い町中での爆弾発見，抜き打ちのテロ

捜査は，LTTEのテロ実施部隊がコロンボに侵入し工作していることを改めて

認識させた。コロンボだけでなく，その他の地域でも自爆テロや地雷攻撃は多発

しており，紛争は北・東部に限られなくなっている。重要道路の閉鎖，チェック

ポイントの設置などの交通規制は人々の生活や経済活動に重大な影響を及ぼして

いる。１２月の大統領実弟暗殺未遂後に，政府は国民生活を守り，法と秩序を維持

していく必要から，治安維持法に基づく新たな非常事態令を公布することにより，

テロリズム防止措置を強化することと決定した。LTTEをテロ組織に再指定す

ることは避けたものの，LTTEと政府の距離はさらに広がった。

二大政党の歴史的合意

民族紛争の政治的解決を目指すならば，憲法改正に必要な国会の３分の２を確

保するために，二大政党が与野党の区別なく協力することが必須であり，停戦合

意以降様々な形の可能性が模索されてきた。しかし，２００５年１１月の大統領選挙以

来連立関係にあり，停戦合意廃止，ノルウェーの排除を求めるシンハラ強硬派の

JVP・JHUの存在，最大野党UNP内部の混乱などにより，その実現は紆余曲折

した。

３月末の地方選挙では，JVPは南部の本拠地ハンバントタで多数を獲得した

に過ぎず，SLFPを中心とする与党の統一人民自由連合（UPFA）が２００５年大統領

選挙の勢いを受けて圧勝した。この時点では JVPの影響力が弱い状況下で交渉

を中心とした和平プロセスを進めることが可能にみえた。しかし LTTEの暴力

の激化に対応して，それに反撃しない政府への不満を煽るかのように，JVPを

はじめとするシンハラ強硬派が台頭していった。

一方，野党ではUNPから与党への転向が相次いだ。党首ラニル・ウィクレマ

シンハへの不満と閣僚ポストを求めての動きであった。１月，７月にUNP議員

の党籍替えが続き，彼らは大臣に就任している。UNPにとっては閣僚ポストを

だしに引き抜きが行われていることを意味し，これは党を弱体化させるものにほ

かならず，UNPと SLFPの二大政党の協力関係への道は険しいように思われた。

このような与党内部における強硬論，UNP内の混乱にもかかわらず，大統領

は強硬論には慎重に対応し，UNPにも協力を求め続けた。ラニルも２００２年の停

戦合意の立役者として和平による解決を主張し続けていたし，離党者の発生に
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よって弱体化するUNPの結束を保つために何らかの強い措置をとらねばならな

かった。SLFPとの協力か JVPと連携した与党との全面対立という選択肢から

ラニルは前者を選んだのである。

水面下で協力関係を模索する動きは進んでいたが，一気に進んだのは１０月に

なってからであった。以下に述べるような戦闘の状況，最高裁の判決などが両者

に決断を迫った。戦況に関しては，８，９月は政府軍が東部において優勢であった。

１０月，政府軍は一気呵成にジャフナ半島にも攻撃を仕掛けたが，ムハマライで

LTTEの激しい反撃に遭い，わずか２時間の戦闘で政府軍は１３８人死亡，４８３人

が負傷，LTTEも２００人以上が死亡，５００人以上が負傷し，１日の死者数は停戦

合意以来最大となった。この作戦の実施は大統領ら政府幹部に知らされていな

かったとも言われており，軍事的解決への懐疑を生じさせるとともに，コロンボ

の政界にショックを与えた。

さらに JVPから提起された北・東部州の暫定合併に関する１０月１６日の最高裁

の違憲判決は，タミル人だけでなく政治的解決を望む多くの人々を失望させた。

北・東部の暫定合併とは，１９８７年のインド・スリランカ和平合意に基づいてなさ

れたもので，タミル人の多く居住する北・東部州を暫定的に合併し，適切な時間

経過の後，住民投票を実施して合併するか分離するか決定すると規定されていた。

合併をめぐってはタミル側とシンハラ側で評価が分かれる。北部州はタミル人が

圧倒的に多いが，東部州ではタミル，シンハラ，ムスリム人口がほぼ同等である。

合併によってタミル側は東部州における権限を強めることができるが，シンハラ，

ムスリムは少数派に追いやられてしまう。

規定されていたはずの住民投票は現在まで実施されずにいた。最高裁の違憲判

決の根拠は，合併が通常の国会における判断ではなく，非常事態下の大統領布告

であったこと，歴代の大統領が合併の是非を住民投票で問うことがなかったこと，

合併を規定したインド・スリランカ合意で定められた武装グループの武装放棄が

済んでいないことを根拠としている。

こうした，「政治的解決」からの後退を挽回するために両党は１０月２１日に歴史的

とも評価される合意に至った。合意内容は，６項目の課題について２年間にわ

たって協力することにある。取り扱う範囲は北部・東部の紛争，選挙制度，ガバ

ナンス，経済発展，国家建設，社会開発など民族紛争だけに留まらない。相互に

複合的な問題に長期的に本腰を入れて取り組む姿勢を示した。つまり民族問題に

対しては再び２００２年の停戦合意を基礎にして，「政治的解決」を模索することを宣
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言したにほかならない。強硬派を抱える少数与党という不安定な状態から脱し，

大胆な政策も可能となった。

しかし調印後，ラニルが「協力関係にはあるものの野党に留まる」と宣言をした

ことで，閣僚ポストを期待していたUNP議員らの間に不協和音が広がっている。

さらに，二大政党による歴史的とも言える協力関係が成立したにもかかわらず，

国内政治における不安要因として新たに現れたのは，全政党会議諮問委員会に

よって民族問題の解決のために作られた権限委譲案である。長らく協議した結果

として１２月に提出されたが，１１人の委員が名を連ねるメインの報告書とそれを受

け入れないグループによる報告書が別に３冊提出されたのである。二大政党の協

力という基礎が固まったにもかかわらず，議論しなければならない権限委譲案の

たたき台から既にもめているのである。

停戦合意，事実上崩壊

５４２



経 済

紛争下にもかかわらず順調な成長

２００６年の第３四半期までの実質GDP成長率は７．８％と対前年比（以下同様）の

５．８％を大幅に上回っている。年間を通じたGDP成長率も７．０％（２００５年は

６．０％）を超える見込みである。

成長に最も貢献したサービス業のなかでも特に好調だったのは通信であった。

符号分割多重接続（CDMA）方式を用いた固定電話や携帯電話の契約数が急増し

た。携帯電話を含む１００人当たりの電話所有率は２００５年第４四半期の２３．５８％から

２００６年第３四半期の３２．３３％へと伸びている。

農業ではマハ期（２００６年９月～２００７年３月）の米生産は２１３万覈の収穫で豊作

だった前年度をさらに６．１％上回る収穫量だった。ヤラ期（４～８月）の収穫高は

前年度並みの１２０万覈に留まる見込みである。ゴムとココナツは生産が良好（それ

ぞれ４．５％，１０．１％増）だったものの，紅茶生産高が０．７％減少した。これは紅茶

生産地における天候が不順であったことと補助金制度の変更による肥料使用の減

少が影響している。紅茶の輸出は，年末にプランテーション労働者のストライキ

があったため減少が懸念されたが，国際価格の上昇に支えられ通年の輸出は３２７

覈で８億８１００万訐と最高額を記録した。漁業部門では第３四半期までの成長率は

２１．３％に達したが，北東部の漁業は制限されていることもあり，全体としては未

だに津波以前の漁獲高には達していない。

工業部門では，大統領が２００５年１１月の選挙の際に掲げた３００企業プログラムが

施行され，地域格差是正を目的としてコロンボ県とガンパハ県以外の地域におけ

る企業の設立およびコロンボ・ガンパハ両県からの移転には優遇税制が適用され

た結果による製造業の成長が確認できる。セクター別に見ると国際市場価格の高

騰および天候に恵まれたゴム関連産業が好調だった。降雨に恵まれたために水力

発電が順調で発電量は３０．８％（第３四半期まで）増となった。衣料品輸出は多国間

繊維取極（MFA）の撤廃による影響が危惧されたが，EU諸国との取引は堅調で

対前年比６．４％増を保っている。

全体の輸出額は対前年比８．４％増の６８億８２２０万訐となった。輸入は，原油価格

の高騰が輸入額の大幅な増大をもたらし，原油の総輸入額に占める割合が２４．４％

に達する月（７月）もあったが，９月以降やや沈静化した。それでも消費財・投資
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財および原油輸入は２０％以上の伸びを示したため，全体では１５．７％増の１０２億５２９０

万訐となった。そのため貿易収支は３３．８％増の３３億６７３０万訐に達した。しかし，

客数で９．５％（１～９月）増加した観光業の回復によるサービス収支が良好だった

ことや，民間送金が２１．３％増えて２３億２５００万訐となったことから，総合収支は１

億９３００万訐の黒字となった。総外貨準備高も２５億１５００万訐と輸入の３カ月分を維

持している。

２００６年は，労働運動も輸出入に影響を与えた。７月，コロンボ港の港湾労働者

の労働争議により，７月の輸出は７．９％減少した。特に衣料品輸出は１３．９％減と

なった。しかし港湾労働争議は石油と小麦輸入には影響しなかった。なぜなら石

油はパイプラインから直接運ばれ，小麦は東部のトリンコマリー港を経由してい

たからである。

内戦の激化にもかかわらず，GDP成長率で示される経済は好調である。農業

補助プロジェクトやインフラ関連の公共事業における雇用創出効果もあり，失業

率も２００４年の８．３％，２００５年７．７％から２００６年第１四半期は７．２％，第２四半期は

６．４％とわずかながらではあるが改善しつつある。政府は，現在総雇用の１６％を

占めると言われる海外雇用をさらに増加させる政策を検討している。

２００６年１０月の消費者物価上昇率は１１．８％であった。主に原油価格の高騰の影響

を受けた。原油価格自体は後半に向けて落ち着きを取り戻したものの，公共部門

の賃金が１月に２０％以上引き上げられたほか，各種管理価格の引き上げがあった

ことが影響している。２００２年４月以降料金の変更がなかった電気（２月，固定部

分引き上げ，９月に固定部分以外約３０％引き上げ）・燃料価格（４月，石油・

ディーゼル・ケロシン油は８ルピ
ー 引き上げられてそれぞれリッター当たり

８８，５８，３８．５ルピー ，７月，燃料販売会社に販売価格の設定を自由にさせる代わりに

燃料補助金を廃止），バス（４月，１６％引き上げ）・酒・たばこなどが引き上げら

れた。中央銀行は，公共料金の引き上げは，インフレを助長したというよりもむ

しろインフレを抑制したと捉えている。なぜなら，公共料金の引き上げがなけれ

ば，政府は借り入れを増やさなければならず，さらにインフレを招いたと予想さ

れるからである。このほかインフレ抑制のために政策金利引き上げも継続して行

われた（６月，７月，９月）中銀は公開市場操作も並行して行い，インフレの進行

に目を光らせている。このほかにも砂糖・粉ミルクなど輸入価格の上昇した消費

財輸入を抑制するため，輸入関税を引き上げるなどの対応（１１月）がとられている。
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対 外 関 係

大統領は３月にパキスタンを訪問し，９月には非同盟諸国首脳会議（キューバ）

および第６１回国連総会（ニューヨーク）に出席し各国首脳と個別に会談を行った。

２００６年の外交面で特筆すべきは，対印関係の変化の予兆である。

変化する対印関係

既に民族紛争とインドの関係を述べたが，ここではインドの立場から分析する。

インドはスリランカ問題に距離を置いてきたがその態度は微妙に変化している。

７月に来訪したインドのシャム・サラン外務次官は，従来の姿勢を基本的には崩

すことなく，スリランカの問題の主体はあくまでスリランカ政府と LTTEであ

り交渉による政治的解決が最善であり，インドの役割は補完的であると明言して

いた。しかし紛争の激化に伴い民間人の被害が拡大していること，インドにも多

くの難民が押し寄せるようになったこと，インドからの武器密輸が摘発されてい

ることからインド側のアプローチに変化が見られるようになった。１１月にはタミ

ル・ナードゥ州首相カルナニディが，国道９号線閉鎖によってタミル人が疲弊し

ていると人道的見地から指摘している。地方政府だけでなく中央政府も動き出し

たように見える。スリランカのタミル国民連合（TNA）所属のタミル人議員がシ

ン印首相に面会を求めても９月は応じなかったが，１２月には面談に応じている。

さらにタミル・ナードゥ州の各党の国会議員らがスリランカのタミル人キャンプ

を訪問するなど，従来は見られなかった動きが見られることから，スリランカの

タミル人問題がインドの政治的イシューのひとつとなっていると考えられる。

インドとの経済関係はさらに深化している。インドからの観光客数は２２．５％増

え（１～９月），インド人にとって気軽な海外旅行地として定着したようだ。イン

ドからの投資も前年に引き続き堅調である。

２００１年のインド・スリランカ自由貿易協定（FTA）発効以降両国間で問題に

なっていたバナスパティ（植物油の一種）問題は，一応の決着がついた。スリラン

カはバナスパティの原料であるパーム油をゼロ関税で輸入することができるが，

インドは国内産業を保護するため８０％の関税を課している。その結果FTAを締

結しているスリランカで加工されたバナスパティが低関税でインドに流入し，イ

ンド国内のバナスパティ産業を圧迫していると批判されていた。８月に両国間で

２００６年のスリランカ
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話し合いが行われ，スリランカからのバナスパティの輸出量を年間２５万覈に制限

することで合意した。バナスパティの輸出割当は現存する１２の企業に配分される。

インドは年間１０万覈に抑えたうえで輸入の窓口を限定することを要求していたが，

結果としては年間２５万覈，窓口も限定されることはなくなった。さらに胡椒も現

在の７０００覈から２５００覈に上限が引き下げられた。今後インドが締結する自由貿易

協定においては植物油がネガティブリストに入れられ，関税引き下げの対象から

外れることになる。

２００７年の課題

２００６年末から政府軍が LTTEの東部拠点の攻略を試みていたが，２００７年１月，

陸海空軍の総攻撃によりついに陥落した。この結果２００７年，LTTEは戦闘の中

心を北部に置きつつも，東部ではゲリラ戦を展開すると予想される。

１０月に実現した SLFPと UNPの歴史的協力は，２００７年１月に閣僚ポストを求

めるUNP議員が大量に党籍替えし，大臣ポストへ就任し，巨大内閣が誕生して

あっけなく幕を下ろした。これにより近い将来，二大政党の協力によって政治的

解決がもたらされる可能性はほとんどなくなった。

これまでは国際社会への遠慮や政治的解決の可能性といった，紛争の激化を阻

止する要素が双方にあったが，こうした選択肢は意味をなさなくなった。停戦協

定の破棄は，双方の宣戦布告から２週間後に有効となる。双方は宣戦布告を行っ

ていないので，停戦協定は現在も存続しているが，ただの紙切れに過ぎないとも

いえる。たとえ話し合いが行われるとしても，双方は軍事的に優位な立場を獲得

したうえでなければ応じないだろう。紛争が拡大・激化していく様相を示してい

る。LTTE政治顧問でノルウェーとの関係が良好だったイギリス在住のバラシ

ンガムも１２月に病死し，和平の希望はさらに遠のいた。

民族紛争の激化は外交にも影響を与えるだろう。スリランカはインドおよび共

同議長国以外にもテロに対する闘いの協力を求めていくことになるだろう。

経済では，発電施設の建設の遅れが指摘されており，降水量が不足する場合深

刻な電力不足に見舞われることが懸念されている。電力不足は産業に多大な影響

を及ぼしかねない。

（地域研究センター）

停戦合意，事実上崩壊
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１月２日蜷トリンコマリー図書館付近で爆発。

５人死亡。

１４日蜷バティカロアのスリランカ停戦監視

団（SLMM）事務所に手榴弾が投げ込まれる。

２月５日蜷ノルウェー代表エリック・ソルヘ

イム，キリノッチでタミル・イーラム解放の

虎（LTTE）首領プラバカランと会談。LTTE，

スイスでの直接対話に合意。

１０日蜷デンマーク大使館周辺でムハンマド

の風刺画に関してムスリムらによるデモ。

２２日蜷ジュネーブで直接対話（～２３日）。

LTTEはアントン・バラシンガム政治顧問，

タミルチェルヴァン幹部ら６人が参加。２００２

年停戦合意の実施を確認。

３月４日蜷バティカロア県で LTTEメン

バーが襲撃され２人死亡。LTTEはカル

ナ・グループを批判し，次回の話合いに疑問

を提示。

２４日蜷日本政府と２１６億円の長期借款に調

印。ゴール港湾（１４５億円）の多目的ターミナ

ル建設，観光開発，インフラ修理などが対象。

２７日蜷最高裁判所，「津波支援金流用の疑い

で警察が現大統領を選挙前に捜索したのは，

不当で基本的人権の侵害」として，警察長官

らに損害賠償金５０００訐の支払いを命令。

３０日蜷地方選挙実施。２６６議会のうち統一

人民自由連合（UPFA）が２２５議会を制して圧

勝。統一国民党（UNP）は３３議会での多数議

席確保にとどまる。

３１日蜷マヒンダ・ラージャパクセ大統領，

パキスタン訪問（３日間）。

４月２日蜷保健省，スリランカ北部で発見さ

れた５羽の渡り鳥の死骸は鳥インフルエンザ

によるものではない，と発表。

７日蜷トリンコマリーのタミル・グループ

指導者，何者かに殺害される。

１０日蜷カナダ公安大臣，LTTEをテロ組

織に指定と発表。

１１日蜷新年の休暇に向かう軍兵士らの乗っ

たバス，地雷攻撃に遭い１２人死亡。

１２日蜷４人の民間人と１人の兵士，トリン

コマリーの時計塔付近での爆破で死亡。その

後タミル人所有の商店や家屋が放火されるな

どの暴動で９人死亡。夜間外出禁止令発令。

１５日蜷１９９６年５月以来実施されていたサ

マータイムを終了。時計を３０分遅らせる。

１６日蜷LTTE，ノルウェー大使に次回の

ジュネーブ会合への参加延期を正式表明。話

合いのための環境作りに，まず長期・短期の

要求実現を求める。

蜷ドバイで中東におけるスリランカ人労働

者の福祉向上に関して会議開催（～１７日）。

１７日蜷政府，ノルウェーに LTTE東部幹

部の北部への移動手段として民間ヘリの利用

を認めると通知。

１８日蜷SLMM，度重なる地雷攻撃につい

て LTTEを厳しく批判。

２０日蜷LTTE，ノルウェー特使に対して，

月末予定のジュネーブ和平対話に不参加，交

渉の無期限停止を表明。

２５日蜷コロンボの陸軍本部で陸軍司令官を

狙った LTTE女性メンバーによる自爆攻撃。

１１人死亡，２７人が負傷。

蜷軍，トリンコマリー県サンプールを空爆。

５月９日蜷スリランカ和平担当の明石康日本

代表，タミルチェルヴァンと会談。タミル

チェルヴァン，暴力停止と LTTE東部幹部

と話合いを交渉開始条件とした。

１３日蜷LTTE，LTTE支配地域に接する海

上における同組織の活動を政府が妨害するな

ら戦争再開も辞さないと明言。

１８日蜷EU，LTTEの資産凍結を決定。在

重要日誌 スリランカ ２００６年
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欧タミル人に対する強制課税を禁止するよう

すべての措置をとる。

２７日蜷ウィルパットゥ国立公園で地雷によ

り７人が死亡。

２９日蜷バティカロア県ヴェリカンダで

LTTEに襲撃され，建設作業員ら１２人死亡。

蜷EU，LTTEをテロ組織に指定。

３０日蜷スリランカ和平に関する東京会合開

催。日本，アメリカ，EU，ノルウェーの共

同議長４カ国代表が参加。政府と LTTEに

対してテロと暴力を放棄し，交渉に戻るよう

に強く要請。明石代表は，「日本も LTTEの

資産凍結を積極的に検討することもあり得

る」と厳しい対応で臨む方針を示す。

６月１日蜷バウチャー米国務次官補（南アジ

ア・中央アジア担当）来訪。スリランカに対

して具体的な軍事援助を約束。

８日蜷ノルウェーのオスロに政府および

LTTE代表が集うが，話合いは行われず。

１５日蜷アヌラーダプラで路線バスがクレイ

モア地雷により爆発。子供を含む６４人死亡。

政府，数時間後ムライティブに空爆を実施。

サンプールには地上部隊が攻撃。

１７日蜷LTTE，マンナール付近の海軍基地

を襲撃，４０人死亡。海軍報道官によると

LTTEは小型ボート１１隻で基地を襲撃。

２０日蜷軍，ムトゥールの海軍基地から

LTTEを撃退と軍発表。

２６日蜷コロンボ郊外で爆弾を積んだオート

バイが，陸軍少将パラミ・クラトゥンガの車

両に激突し炎上。副参謀長と同乗の将校，自

爆犯を含む計５人が即死。

２７日蜷インドのテレビ・インタビューで，

バラシンガムがラジーヴ・ガンディー元イン

ド首相の死について遺憾の意を表明。

２９日蜷スリランカ自由党（SLFP）の党首に

マヒンダ・ラージャパクセ就任。大統領が

SLFP 党員ならば自動的に SLFP 党首になる

ことに党規を変更。

７月３日蜷インド外務次官，スリランカ訪問

（～４日）。

６日蜷大統領，ラニル・ウィクレマシンハ

UNP党首と会談。紛争解決へ共通のアプ

ローチをとることで合意。

６日蜷遠山清彦外務大臣政務官来訪（～８

日）。

８日蜷「中国とインドにスリランカ北西部

沿岸の２ブロックの石油調査を依頼決定」と

の石油資源開発大臣発言を現地紙報道。

１５日蜷スリランカ外相，北京で中国外相と

共同声明発表。

１７日蜷民族愛国運動（NPM）が民族紛争に

よる遺族への募金などを中心とする「紫のハ

ス運動」開始。

２０日蜷LTTE，トリンコマリーのマウィル

アル堰を堰止め。１５００世帯の住民に飲料水・

農業水の供給が滞る。LTTEは SLMMの立

ち入りも拒否。

２１日蜷港湾労働者のストに政府が譲歩

し，３カ月以内に給与引き上げ実施を決定。

２６日蜷軍，トリンコマリーに空爆（～２７日）。

２８日蜷SLMMのフィンランド人（１２人），

デンマーク人（８人），SLMMからの離脱発表。

３１日蜷トリンコマリーの LTTE拠点に対

し空爆および地上部隊による攻撃を実施し，

LTTE側の反撃などで民間人を含む少なく

とも５０人が死亡と政府軍発表。

８月１日蜷スウェーデン外務省，SLMMの

スウェーデンチーム（１７人）の撤退を発表。

２日蜷LTTE，ムトゥールを攻撃し，ムス

リム住民に退去を強要。

４日蜷ムトゥールでフランスの団体「飢餓

に対する行動」（ACF）の職員１５人が何者かに

射殺される。

２００６年 重要日誌
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５日蜷政府軍，LTTEメンバー１５２人を殺

害して，一部制圧されていたムトゥールを奪

還し戦闘終結を宣言。

６日蜷ノルウェー特使，LTTE幹部と会

談。LTTE側は水門閉鎖の解除に合意。

蜷LTTEが水門閉鎖解除を合意した数時

間後，政府軍が LTTE支配地域の貯水池を

攻撃。

８日蜷コロンボでイーラム人民民主党所属

の前議員が乗った車が爆破される。

蜷LTTEが水門閉鎖解除と，LTTE報道

官ダヤ・マスターが発表。

１０日蜷軍，早朝から空と地上からトリンコ

マリーの LTTE支配地域を攻撃。LTTE報

道官によれば政府軍の攻撃で民間人少なくと

も５０人以上が死亡。

１１日蜷LTTE，ジャフナへの攻撃を開始。

政府軍，ジャフナ半島ムハマライでチェック

ポイント閉鎖。

１２日蜷政府の和平事務官ローガナーダン何

者かに銃撃され，死亡。

１４日蜷コロンボ中心部でパキスタン大使を

狙ったとみられる自爆テロ発生。７人死亡。

蜷空軍，ムライティブ県を空爆。LTTE

は空軍が一般人を爆撃したと主張。軍は

LTTEの訓練施設であると主張。

１６日蜷インド，スリランカからのバナスパ

ティ（植物油の一種）の輸入量を年間２５万覈に

制限すると決定。

９月２日蜷ジャフナ沖で LTTEと海軍が衝

突。LTTE側は少なくとも８０人が死亡。１２

隻の船舶を失う。

４日蜷政府軍がサンプール一帯を制圧と軍

報道官語る。

１２日蜷共同議長国４カ国，ブリュッセルで

会合。スリランカ政府と LTTEが１０月第１

週にオスロで８カ月ぶりに直接対話を行うこ

とで無条件合意したと発表。

１８日蜷アンパラ県でムスリム建設作業員１０

人の遺体が発見される。

２８日蜷アメリカ警察のおとり捜査で

LTTE関係者を含むアジア人６人がグアム

で逮捕される。

１０月３日蜷ノルウェー代表，キリノッチ訪問。

LTTE，無条件での話合いに合意するも政府

が軍事攻撃を続けるならば停戦協定から撤退

すると警告。

蜷ラトナシリ・ウィクレマナヤケ首相，

SLFP と UNPは国会内外でともに行動する

と強調。

６日蜷バティカロア県で大規模な戦闘。軍

は LTTEメンバー８４人を殺害したと発表。

７日蜷LTTE，バティカロア県の軍キャン

プを襲撃。パニッチャンケルニの橋梁を爆破

し難民の移動を妨げる。

９日蜷２０００ルピー 札を発行すると中央銀行発表。

インフレに対応のため。

蜷スリランカ・インド間の航空便を増発す

ると次官級協議で決定。ムンバイ便とバンガ

ロール便は２００８年から週７便増発。

１０日蜷LTTEは１０月末の和平会談に参加

するが，軍が攻撃を継続するならば，出席し

ないとノルウェー大使に伝える。

蜷政府，リモコン玩具の輸入禁止を発表。

１１日蜷スリランカ軍，ジャフナ半島ムハマ

ライよりエレファント・パス奪取を目的とし

て進撃開始するも，LTTEに阻まれる。

１６日蜷最高裁で５人の判事全員が，北部と

東部の合併を違憲と判断。

蜷トリンコマリー・ハバラナ間で爆薬を積

んだトラックが乗り換え中の海軍兵士らに衝

突。少なくとも９２人の海軍兵士死亡。民間人

を含む１５０人以上が負傷。

１８日蜷ゴールの海軍基地に漁船を装った自

スリランカ
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爆テロ。警察は外出禁止令を発令。同市で暴

動発生。

２１日蜷大統領とラニル，６項目の課題につ

いて２年間に渡る合意を形成。２３日に覚書調

印。

２５日蜷燃料小売価格引き下げ。ガソリンは

７ルピ
ー 下げて９２ルピー に。ディーゼル油は４．５ルピー 下

げて６０ルピー に。

２７日蜷１１月にスリランカで予定されていた

ラグビーＷ杯最終予選，治安上の理由で開催

地変更。

２８日蜷政府代表と LTTE，ジュネーブで

会合（～２９日）。

２９日蜷スリランカ科学・技術大臣，インド

のバンガロールで IT企業を訪問し，スリラ

ンカへの投資を呼びかけ。

蜷３日間の雨による洪水や地滑りで１３人死

亡と現地紙報道。国際空港への道も遮断。

３１日蜷政府代表帰国。条件付きでジャフナ

と本土を結ぶＡ９号線の再開を明らかに。

１１月１日蜷空軍，北・東部の LTTE基地を

空爆。その後も空爆は３日間連続。

８日蜷政府軍，ワーカライの市民が避難中

の学校や病院が集まる一角を砲撃。少なくと

も６５人が死亡。１００人以上が負傷。

１０日蜷タミル国民連合（TNA）国会議員，

ラヴィラジ殺害される。

１６日蜷アーナンダ・サンガリー・タミル統

一解放戦線（TULF）総裁，UNESCOより２００６

年度寛容と非暴力促進のための「マンダ

ジェ・シン賞」を受賞。

１９日蜷政府，Ａ９号線閉鎖を解除する意向

を示す。ただし期限付きで１回限り。永続的

に開放できるか否かは LTTEの行動による。

２１日蜷ワシントンで共同議長国，スリラン

カ政府と LTTE双方による停戦合意違反を

継続的で組織的であると非難。和平に向けた

対話再開を呼びかける共同声明を発表。スリ

ランカ政府にはＡ９号線道路の開通を要求。

２４日蜷保健省，チクングニヤ（蚊を媒体と

する感染症）の流行を警告。

２５日蜷大統領，インド訪問（～２９日）。

２７日蜷英雄週間最終日。プラバカラン演説。

２９日蜷インド首相，スリランカの統一を支

持したうえでスリランカ大統領に人権侵害を

止めること，政治的解決をとることを要請。

蜷首相，カンボジア公式訪問。武器の密輸

阻止について話合い。

１２月１日蜷コロンボ中心部で大統領の実弟ゴ

タバヤ・ラージャパクセ国防次官の車列を

狙った自爆テロ発生。

６日蜷政府，LTTEを活動禁止指定しな

い方針を決定。

蜷専門家ら，権限委譲案を全政党会議に提

出。二院制と大統領以外の民族から副大統領

２人を選出することなどを含む。

１２日蜷全政党会議から民族解放戦線（JVP）

離脱。

１４日蜷LTTE政治顧問バラシンガム，ロ

ンドンで死亡。

蜷内閣，インド・スリランカ間の送電線プロ

ジェクトを承認。

１７日蜷ワーカライなど LTTE支配地区か

ら１万４０００人が政府支配地区に避難したとバ

ティカロアの政府筋発表。

１８日蜷大統領，コロンボ港拡張プロジェク

ト開始を宣言。

１９日蜷大統領，官邸で茶園労働者らと賃金

改訂に調印。これにより２週間にわたるスト

は終結。日給１８０ルピー から２６０ルピー へ引き上げ。

２３日蜷LTTE，エンジントラブル中のヨル

ダン船籍ファラー３号の乗組員ら２５人を保護。

２５日蜷２００６年１月より北部州と東部州は別

の行政単位，と現北・東部州知事発言。

２００６年 重要日誌
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２ 政府閣僚名簿

大統領

国防，財務・計画，宗教

Mahinda Rajapakse

閣僚

首相 Ratnasiri Wickremanayake

内務 Ratnasiri Wickremanayake

観光 Anura Bandaranaike

郵便・通信，地方経済開発 D. M. Jayaratne

法務 Amarasiri Dodangoda

保健 Nimal Siripala de Silva

外務，港湾・空港 Mangala Samaraweera

鉄道・運輸，石油資源開発

A. H. M. Fowzie

参考資料 スリランカ ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）
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貿易・商業・消費者問題･市場開発,幹線道路

Jeyaraj Fernandopulle

農業・環境・灌漑・マハウェリ地区開発

Maithripala Sirisena

電力・エネルギー John Seneviratne

児童・女性問題 Sumedha G. Jayasena

行政・総務 （Dr.）Sarath Amunugama

報道・情報 Anura Priyadarshana Yapa

都市開発・水供給 Dinesh Gunawardena

社会福祉 K. N. Douglas Devananda

住宅・建設 （Mrs.）Ferial Ashraff

教育 Susil Premajayantha

労働・海外雇用 Athauda Seneviratne

地方産業・自営業振興

R. M. S. B. Navinne

職業・職業訓練 Piyasena Gamage

地方政府・州評議会

Janaka Bandara Tennakoon

インフラ開発・漁民住宅開発

Athaullah Ahamed Lebbe Marikkar

企業開発・投資促進 Rohitha Bogollagama

科学技術 （Prof.）Tissa Vitarana

憲法問題・国家統合 Dew Gunasekera

災害管理・人権 Mahinda Samarasinghe

副大臣

国防 Ratnasiri Wickramanayake

地方経済開発 Milroy Fernando

科学技術 Salinda Dissanayake

宗教問題 Tissa Karalliyadde

法務，憲法問題・国家統合 Dilan Perera

地方政府・州評議会 M N Abdul Majeed

漁民住宅開発 Chandrasiri Gajadeera

社会福祉 A. P. Jagath Pushpakumara

マハウェリ地区開発

Ranaweera Arachchige Jayatissa

行政 T. B. Ekanayake

国家建設・開発 D. M. Dassanayake

労働 （Dr.）Mervyn Silva

環境・灌漑 Chakrawarthi Pandukabhaya

Dias Bandaranayake

電力 Mahindananda Aluthgamage

都市開発・水供給 Mahinda Amaraweera

保健 Jayaratne Herath

港湾・空港 Anton Dayasritha Tissera

港湾・空港 Duminda Dissanayake

財務・計画,高等教育

Ranjith Siyambalapitiya

郵便・通信

Rohitha Piyathissa Abeygunawardena

地方産業・自営業振興

M. L. Premalal Jayasekera

住宅・建設 M. H. Gunaratne Weerakoon

運輸 Lasantha Alagiyawanna

企業開発・投資促進

Arachchige Suriya Sripathi

消費者問題・農業市場開発

Siripala Gamlath

財務・計画，幹線道路

D. M. Rohana Kumara Dissanayake

計画実施 H A Hussain Bhaila

教育 Nirmala Kotalawela

通商貿易 H R Mithrapala

報道・情報,幹線道路 Cegu Isadeen

観光 Arjuna Ranatunga

（出所） http : //www.priu.gov.lk/Govt_

Ministers/Indexministers.html

２００６年 参考資料

５５２



主要統計 スリランカ ２００６年

１ 基礎統計

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

人 口（１００万人）
労 働 力 人 口（１００万人）
消 費 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝ルピー，年平均）

１８．４
６．８
６．２
７．７

７５．７８

１８．７
６．７
１４．２
７．８

８９．３６

１９．０
７．１
９．６
８．８

９５．６６

１９．２
７．７
６．３
８．４

９６．５２

１９．４
８．１
７．６
８．３

１０１．１９

１９．７
８．１
１１．６
７．７

１００．４９

１９．９
７．７
１３．０
６．７

１０３．９３

（注） ＊暫定値。
（出所） Central Bank of Sri Lanka, Recent Economic Developments Highlights of 2006 and Prospects

for 2007.

２ 支出別国民総生産（名目価格） （単位：１００万ルピー）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

消 費 支 出
政 府
民 間
総 資 本 形 成
政 府
民 間
財・サービス輸出
財・サービス輸入
国内総生産（GDP）

１，０３７，７６９
１３２，１８９
９０６，１８８
３５２，５９２
４１，１３２
３１１，４６０
４９０，６７６
６２４，０４８

１，２５７，６３４

１，１８５，４８２
１４４，４４１

１，０４１，０４１
３０９，６４４
４２，３４６
２６７，２９８
５２５，３９８
６１３，１６７

１，４０７，３９８

１，３５３，４２８
１３９，３１１

１，２１４，１１７
３３５，５２１
３１，８１２
３０１，７０９
５７３，０７２
６７９，４３８

１，５８４，８４５

１，４８１，１６４
１３９，２６８

１，３４１，８９６
３８８，７５７
４０，７６６
３４７，９９１
６３２，９０７
７４１，６６７

１，７６１，１６１

１，７０６，９９４
１６４，８８７

１，５４２，１０７
５０６，９４２
４５，２６１
４６１，６８１
７３６，９６７
９２１，５３７

２，０２９，３６５

１，９５８，８８７
１９５，０９３

１，７６３，７９４
６２６，０３３
９９，３３１
５２６，７０２
７９２，６５６

１，０１１，５８３
２，３６５，９９３

２，２８６，４４１
２４４，４９７

２，０４１，９４４
７９９，０２９
１０６，７５１
６９２，２７８
９０１，４９６

１，２２７，９２１
２，７５９，０４５

実質GDP成長率（％） ６．０ ―１．５ ４．０ ６．０ ５．４ ６．０ ７．０
海 外 純 要 素 所 得
国民総生産（GNP）

―２３，０８３
１，２３３，４０２

―２３，８３０
１，３８２，３２６

―２４，０６４
１，５６０，０２７

―１６，５３５
１，７４１，７６３

―２０，６８８
２，０１５，６８０

―３０，０４９
２，３４９，４９３

―２６，５８２
２，７６８，０１０

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。

３ 産業別国内総生産（実質：１９９６年価格） （単位：１００万ルピー）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

農 林 水 産 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金融・保険・不動産
行 政 サ ー ビ ス

１７３，６２３
１４，８５８
１４５，８６４
６０，７９６
１２，０４４
１１３，５２５
１９１，５０５
９９，８２０
６５，２１３

１７６，４５０
１５，６９９
１５１，９５１
６４，１１５
１４，６５１
１２５，５３８
２０６，５０７
１０８，５９０
６６，５５６

１７５，８５２
１６，９４６
１５９，７２１
６８，３３２
１４，２８７
１４２，７２７
２１９，０４１
１１４，６６１
６９，１５３

１７８，３６３
１９，３３５
１６９，３３７
７４，４１４
１７，６３１
１６０，７４８
２２４，７５５
１２２，１２７
７２，９０３

１８６，９２５
１９，９７１
１７９，１７８
７９，４７４
１９，６６５
１８０，１１０
２４０，８２６
１３１，９６６
７４，５５６

国内総生産（GDP） ８７７，２４８ ９３０，０５７ ９８０，７２０ １，０３９，６１２ １，１１２，６７１

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。
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４ 輸出・輸入分類 （単位：１００万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

輸 出
農 業
工 業
鉱 業

４，６９９
９３８

３，６３１
９０

５，１３３
９６５

３，９７７
８４

５，７５７
１，０６５
４，５０６
１２０

６，３４７
１，１５４
４，９４８
１４３

６，８８２
１，３０２
５，３７４
１３６

輸 入
消 費 財
中 間 財
投 資 財

６，１０５
１，３１９
３，４９２
１，１７０

６，６７２
１，４８１
３，８１１
１，３２０

８，０００
１，６２３
４，６４５
１，６７０

８，８６３
１，６４４
５，３１７
１，８７０

１０，２５３
１，９５８
５，９８３
２，２４６

貿 易 収 支 ―１，４０６ ―１，５３９ ―２，２４３ ―２，５１７ ―３，３７１

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。２００６年はCentral Bank of Sri Lanka, Press Release より。

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

貿 易 収 支
サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

―１，４０６
２９５
―２５３
１，１２８

―１，５３９
３９９
―１７２
１，２４０

―２，２４３
４１９
―２１１
１，３８０

―２，５１６
３３８
―３０２
１，８２８

―３，６１７
３４６
―３１１
２，１７４

経 常 収 支 ―２３６ ―７１ ―６５５ ―６５２ ―１，４１７
資 本 収 支
金 融 勘 定
長 期
直 接 投 資
民 間 長 期
政 府 長 期
短 期

６５
３７８
２７５
１８６
―２３
１１２
１０３

７４
６４８
７２４
２０１
―３２
５５４
７６

６４
５７１
６８３
２２７
１６
４４０
―１１２

２５２
９７４
７９８
２３４
１１
５５４
１７６

２２８
１，３３６
９７８
４８０
―６３
６１２
３５７

誤 差 脱 漏 ３８ ―１４９ ―１８５ ―７２ ０
総 合 収 支 ３３８ ５０２ ―２０５ ５０１ １５０

（注） ＊２００５年９月までの数値に基づいた推計値。
（出所） 表１に同じ。

２００６年 主要統計
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